
平 成 30 年 度　　沖 縄 県 経 済 の 循 環
（単位：億円）

財貨・サービスの供給 97,308 財貨・サービスの需要 97,308
（統計上の不突合含む） 統計上の不突合 339

財貨・サービスの 産出額 78,656 最終消費支出 40,379 県内総資本形成 12,665
移入 付加価値 中間投入 　民間 26,939 　総固定資本形成 12,457

18,651 45,056 33,600 33,600 　政府 13,439 　在庫変動 208 10,325

県外 県外からの所得(純) 最終消費支出 県外
2,606 40,379

（参考)現実最終消費
営業余剰 現実最終消費 40,379 資産の変動
　・混合所得 　家計 34,999 6,502

8,961 　政府 5,380 実物資産
の増加

県内 3,177
　雇用者報酬 県外への

23,044 債権の純増
県内就業者数 生産・輸入品 34,611 貯蓄 3,326

707 千人 に課される税 5,191
うち県内雇用者数 -補助金　(a) (a)

604 千人 45,056 3,563 45,570
3,563 38,174 県外からの

固定資本 資本移転（純）
減耗 県外からの経常 政府部門

9,488 移転（純） 7,396 1,650
民間部門

（参考)県内総生産（生産側） 県外 α 注１ 貯蓄投資差額 県外への
産出額 78,656 県外 6,502 3,665 +α 債権の純増
- 中間投入 33,600 統計上の 3,326

県内総生産（生産側） 45,056 統計上の 不突合（控除） 339
+ 県外からの所得(純) 2,606 不突合(控除)

県民総所得 47,663 339

（参考）県内総生産（支出側） （参考）県外との取引
最終消費支出 40,379 10,325
+ 県内総資本形成 12,665 18,651 財貨・サービスの処分等
+ 移出 10,325 +  県外からの所得(純) 2,606 所得の処分等
- 移入 18,651 +  県外からの経常移転（純） 7,396
+ 統計上の不突合 339 +  県外からの資本移転（純） 1,650 + α 注１：県外からの資本移転については、推計資料の制約から政府部門のみを推計しており、

県内総生産（支出側） 45,056 経常収支計 3,326 + α 　　　 民間部門の推計はしていない。
+ 県外からの所得(純) 2,606 =  県外への債権の純増 3,326 + α

県民総所得 47,663    ＊ 四捨五入の関係で合計は必ずしも一致しない。
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